
職場における
パワーハラスメント防止対策について

熊本労働局雇用環境・均等室
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1. パワーハラスメントの現状（１）

過去３年間にパワハラを
受けたことはありますか？

そのパワハラを受けた後
どうしましたか？（複数回答）

ある
32.5％

ない
67.5％

40.9%

16.0%
12.7% 12.9%

何も
しなかった

同僚に
相談

上司に
相談

会社を
退職

え･･･？約３人に1人がパワー

ハラスメントを受けたことが

あるだなんて、思っていたよ

りかなり多いですね。

そうね。しかも、パワーハラスメント
を受けて、周りに相談できず、「何も
しなかった」という人が約半数もいる
のね。
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パワーハラスメントの発生状況
（パワハラを受けた経験）

（平成28年度 厚生労働省
「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」従業員調査より）

（回答：10,000人）

パワーハラスメントを受けて
（被害者の行動）

（平成28年度 厚生労働省
「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」従業員調査より）
（回答：3,250人（過去３年間にパワハラを受けたと回答した者））
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1 パワーハラスメントの現状（2）全国

民事上の個別労働紛争 主な相談内容別の件数推移（10年間）

資料出所：厚生労働省「令和元年度個別労働紛争解決制度の施行状況」
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1 パワーハラスメントの現状（３）熊本

資料出所：熊本労働局「令和２年度個別労働紛争解決制度の状況」
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① パワーハラスメント防止対策の法制化

～労働施策総合推進法の改正～

② セクシュアルハラスメント等の防止対策

の強化

～男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び

労働施策総合推進法の改正
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2－１－１ ハラスメント対策の強化

令和２年６月１日（中小事業主は令和４年４月１日）施行

令和２年６月１日施行

〇職場におけるパワーハラスメント防止のために、雇用管理上

の措置を講じることを事業主に義務付ける。

（適切な措置を講じていない場合には是正指導の対象）

〇以下の３つの要素をすべて満たすものがパワーハラスメント

①優越的な関係を背景とした言動

②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより

③労働者の就業環境を害するもの

※客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業
務指示や指導については、パワハラに当たりません。

6

2－１－２ パワーハラスメント防止対策の法制化（労働施策総合推進法）

～パワーハラスメントの定義～



職 場 事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所

言 動 発言又は行動

労 働 者

いわゆる正社員のみならず、パートタイム労働者、
契約社員等いわゆる非正規労働者を含む事業
主が雇用する労働者の全て
派遣労働者

行 為 者 パワーハラスメントの言動を行う者

7

2－１－３ 用語の説明

身体的な攻撃 暴行・傷害

精神的な攻撃 脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言

人間関係からの切り離し 隔離・仲間外し・無視

過大な要求
業務上明らかに不要なことや遂行不
可能なことの強制・仕事の妨害

過小な要求
業務上の合理性なく能力や経験とか
け離れた程度の低い仕事を命じるこ
とや仕事を与えないこと

個の侵害 私的なことに過度に立ち入ること

8

2－１－４ 行為の類型

○ 以下は代表的な言動の類型、類型ごとに典型的に職場におけるパワハラに該当し、又は該当しないと考え
られる例。
個別の事案の状況等によって判断が異なる場合もあり得ること、例は限定列挙ではないことに十分留意

し、職場におけるパワハラに該当するか微妙なものも含め広く相談に対応するなど、適切な対応を行うように
することが必要。

※例は優越的な関係を背景として行われたものであることが前提
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2－１－５ 身体的な攻撃（暴行・傷害）
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2－１－６ 精神的な攻撃（脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言）
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2－１－７ 人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）

12

2－１－８ 過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可

能なことの強制・仕事の妨害）
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2－１－９ 過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い
仕事を命じることや仕事を与えないこと）
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2－１－10 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）
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１ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
①職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を

明確化し、労働者に周知・啓発すること

②行為者について厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文

書に規定し、労働者に周知・啓発すること

２ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること

④相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること

職場におけるパワハラの発生のおそれがある場合や、パワハラに該当す

るか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応すること

2－１－11 パワーハラスメント防止措置（その１）
～職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき措置～
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３ 職場におけるパワーハラスメントにかかる事後の迅速かつ適

切な対応
⑤事実関係を迅速かつ正確に確認すること

⑥速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと

⑦行為者に対する措置を適正に行うこと

⑧再発防止に向けた措置を講ずること

※⑥⑦は事実確認ができた場合、⑧はできなかった場合も同様

４ １から３までの措置と併せて講ずべき措置
⑨相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、

周知すること

⑩相談したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨を定

め、労働者に周知・啓発すること

2－１－12 パワーハラスメント防止措置（その2）
～職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき措置～
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３ ‐ １．ハラスメント防止の取組
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１．本人（相談者）との面談
面談にあたっては、必ずプライバシーが確保できる場所を準備します

秘密は絶対に守ります！

２．事実関係の確認

行為者ヒアリング／第三者ヒアリング（必ず本人（相談者）の了解をとってから行います）

３．行為者、相談者の意向を確認し、各人への対応を検討

(例)
「配置転換」「行為者謝罪」「関係改善援助」「不利益回復」「職場環境回復」

「メンタルケア」等

＜懲戒に値する場合（就業規則）＞

「けん責」「減給」「降格」「出勤停止」「懲戒解雇」等

4 ．相談者、行為者へのフォロー

5 ．再発防止

３-２. パワーハラスメントに関する相談への対応の流れ
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〇参考資料

・職場のパワーハラスメント対策が事業主

の義務になりました
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf

・ハラスメント防止のポスター
https://jsite.mhlw.go.jp/kumamoto-roudoukyoku/content/contents/000961186.pfd
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